
１．　重要な会計方針

  (１） 「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　令和2年5月15日改正　内閣府公益認定等委員会）

   　　を採用している。

 （２） 有価証券の評価基準及び評価方法について

　　　　① その他有価証券

　　　　　　a．時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により

　　　　　　　 算定）によっている。

　　　　　　ｂ．時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。

 （３） 固定資産の減価償却方法について

　　　 建物・構築物・機械装置・器具備品・車輌運搬具（リース資産を除く）については定額法を用い、

　　　 いずれも直接償却 による。

        リース資産

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

       リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっている。

 （４） 引当金の計上基準について

　　　 退職給付引当金は職員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合による要支給額から

        確定拠出年金との調整額を控除した金額に基づき計上している。

 （５） 消費税等の会計処理について

　　　 消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

土 地 991,775,758 0 0 991,775,758

建 物 2,361,378,333 1,237,739 155,552,467 2,207,063,605

構 築 物 172,300,918 0 9,733,389 162,567,529

小 計 3,525,455,009 1,237,739 165,285,856 3,361,406,892

   公益目的・法人会計用金融資産 31,992,572,422 4,529,267,604 524,378,812 35,997,461,214

退職給付引当資産 554,284,685 71,225,322 59,711,695 565,798,312

小 計 32,546,857,107 4,600,492,926 584,090,507 36,563,259,526

36,072,312,116 4,601,730,665 749,376,363 39,924,666,418

基 本 財 産

特 定 資 産

合 計

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高科　　　　　　　　目
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４.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

 （ うち指定正味財産  ( うち一般正味財産  （ うち負債に対応

    からの充当額 ） 　 からの充当額 ）    する額 ）

 基　　　本　　　財　　　産

　　　　土　　　　　　　　　地 991,775,758 0 (991,775,758) 0

　　　　建　　　　　　　　　物 2,207,063,605 0 (2,207,063,605) 0

　　　　構　　 　築　　　　物 162,567,529 0 (162,567,529) 0

小　　　　　　　　　計 3,361,406,892 0 (3,361,406,892) 0

 特　　　定　　　資　　　産

   公益目的・法人会計用金融資産 35,997,461,214 (5,000,000) (35,992,461,214) 0

　退職給付引当資産 565,798,312 0 (74,664,000) (491,134,312)

小　　　　　　　　　計 36,563,259,526 (5,000,000) (36,067,125,214) (491,134,312)

合　　　　　　　　　　　　　計 39,924,666,418 (5,000,000) (39,428,532,106) (491,134,312)

５.　担保に供している資産

公益目的・法人会計用金融資産のうち1,246,888,000円（帳簿価額）は、長期借入金（一年以内返済予定借入金含

む）80,000,000円の担保に供している。

６．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

科　　　　　 目 取  得  価  額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

  建　　　　　　　物 5,859,330,940 3,028,742,375 2,830,588,565

  構　　　築　　　物 506,043,311 320,017,896 186,025,415

  機　 械　 装　 置 1,544,299,410 1,386,902,413 157,396,997

  車  輌  運  搬  具 2,758,895 2,758,894 1

  器　 具　 備　 品 1,821,283,337 1,650,237,251 171,046,086

  ソ フ ト ウ エ ア 31,318,968 28,344,045 2,974,923

　特　　　許　　　権 440,000 87,083 352,917

合            計 9,765,474,861 6,417,089,957 3,348,384,904

科　　　　　目 当期末残高
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７.　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　（単位：円）

補助金等
の名称

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

助成金外 武田科学振興財団外 114,253,122 83,282,452 43,857,702 153,677,872 預り金(その他)

８.　金融商品の状況に関する注記

　　（１）金融商品に関する取組方針

　　　　本法人は、法人運営の財源を運用益によって賄うため、債券、株式、デリバティブ取引を組み込んだ複合金

　　　　融商品により資産運用している。本法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融

　　　　商品のみであり、一定の金額を限度としている。

　　　　なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

　　（２）金融商品の内容及びリスク

　　　　投資有価証券は、債券、株式、デリバティブ取引を組み込んだ債券であり、発行体の信用リスク、市場リスク

　　　　（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

　　（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　　　①資産運用規程に基づく取引

　　　　　金融商品の取引は、本法人の資産運用規程に基づき行う。

　　　　②信用リスクの管理

　　　　　債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、部長会に報告している。

　　　　③市場リスクの管理

　　　　　株式については時価を定期的に把握し、部長会に報告している。
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附属明細書

1.基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記３に記載しているため省略する。

２．引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

　退職給付引当金 502,120,685 48,725,322 59,711,695 0 491,134,312

科　　　目 期首残高 当期増加額 期末残高
当 期 減 少 額
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